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危険物等事故関連技術情報

危険物保安技術協会

URL　http://www.khk-syoubou.or.jp/

危険物保安技術協会とは

消防法に基づき、市町村長等から委託を受
けて屋外タンク貯蔵所に係る審査を行い、
あわせて危険物等の貯蔵、取扱い又は運
搬の安全に関する試験、調査及び技術援
助等を行い、危険物等の保安の確保を図
ることを目的とする認可法人

危険物保安技術協会の主要業務

!屋外タンクの審査

!技術援助

!事故の原因調査

!性能評価

!試験確認

!危険物等確認試験、登録確認書交付

!調査研究

!技術情報の提供

!セミナー・講習会の開催

危険物施設の事故の現状
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危険物施設の区分

危険物施設数の推移
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　　　　平成６年北海道東方沖地震及び三陸はるか沖地震、平成７年阪神・淡路大震災、平成

１２年鳥取県西部地震、平成１５年宮城県北部を震源とする地震及び北海道十勝沖地震、
平成１６年新潟県中越地震、平成１９年能登半島地震及び新潟県中越沖地震による事故
件数を除く。

危険物施設の火災・漏えい事故の推移
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平成２０年版厚生労働白書より

危険物施設における死傷者数の推移
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! タイヤ製造工場火災事故（平成15年）
　　　４００億円（直接損害３０億円、工場再建１００億円、

　　　営業損失２２０億円、他）

! 地震による製油所タンク火災等事故（平成15年）
　 　 ４５３億円（タンク復旧費８３億円、消火関連費用

　 ２０億円、供給コスト増し等３５０億円）

! 製鉄所ガスホルダー爆発事故（平成15年）
　 最大３００億円

! 自動車製造工場火災（平成16年）
　　　直接損害約37億円（保険金収入279億円）
! 製油所脱硫装置水素製造装置火災（平成18年）
　　　1７0億円

工場火災の損失額（公表値）
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事故情報データベースの必要性

!事故の多くは、過去の教訓が生かされ
ていないために起きており、事故データ
ベースの充実と共に、事故事例の分析
を行い、その分析結果を活用して事故
事例に学ぶことが重要

!事故の分析によって、重点的、効果的
な対策が可能

危険物等事故関連技術情報の紹介

（登録は下記ご利用の案内へ）
http://www.khk-syoubou.or.jp/techinfo/guide.html

危険物等事故関連技術情報のシステム概要

登録者側 ログイン
各Web画面

ＩＤ
　パスワード

基本情報
（事故情報）

選択情報

（個別提供）

ＫＨＫ側

危険物等事故関連技術情報の内容

!危険物に係る（指定数量以上の危険物を貯蔵、取扱い
又は運搬する施設における）火災・漏えい事故事例約
１６，５００件を収録、ＤＢ化 （紙の消防庁データベース

を電子化、個人情報・技術情報の削除、編集整理）

!最新年の事故事例集、危険物施設等の統計資料

!危険物等に関する総務省消防庁通知等

!過去(Ｓ３７年以降）の事故事例、選択情報（オーダーメ
イド）を提供

!事故防止に関する教育・講習会用スライド（約５５０枚）

!事故防止に関する講習会、機関誌記事のバックナンバー
提供

危険物に係る事故事例データベースの特徴

!昭和37年から（漏えいは昭和４３年から）の危
険物に係る火災及び漏えい事故事例約１６，５
００件を網羅したデータベース

!施設毎の事故発生傾向（件数の増減、発生率、
発生箇所、事業所業態、事故概要、原因、着
火源、被害等）の分析が可能

!危険物保安技術協会の事業（有料）として毎年
確実にデータを追加　

!個々の事故の内容は概要であるが、危険物
施設の事故を網羅しており、事故の多い業態・
使用形態、事故の起きやすい設備・工程、典
型的な事故シナリオと原因等の分析が可能

!上記分析により防止対策の重点実施が可能

!事故事例の数が多く、業態、装置、工程、取
扱物質等にマッチングした事例研究の素材
や分析結果が得られる
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事故事例データベースの例

分析、活用例

１万施設あたりの火災危険性（平成１９年）

　０．６　（　　４件）

　　（合計１６９件）

・　屋外タンク貯蔵所

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

０．９　（　　５件）・　屋内貯蔵所

　８．２　（　　１件）

３．６　（　２７件）

・　移送取扱所

・　給油取扱所

１４．５　（１０４件）・　一般取扱所

５３．７　（　２７件）・　製造所

１万施設あたりの漏えい事故危険性（平成１９年）

　　　　　　　　　　　　
• 移送取扱所　　　　　　　　９８．４　　（１２件）
• 製造所　　　　　　　　　　　３９．７　　（２０件）
• 屋外タンク貯蔵所　　　 　１３．８　　（９９件）
• 一般取扱所　　　　　　　　１２．４　　（８９件）
• 給油取扱所　　 　　　 　　 １０．２　　（７７件）
• 屋内タンク貯蔵所　　　　 　９．０　　（１２件）
• 移動タンク貯蔵所　　　　 　７．４　　（５６件）
• 地下タンク貯蔵所　　　　　 ７．０　　（７８件）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（合計４４３件）注　（ ）の数値は、漏えい事故発生件数

主な危険物施設の火災件数の推移
（火災増加のほとんどが一般取扱所）
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業態別の事故分析

!事故の多かった業態、大きな事故の発生した
業態として、石油精製、油槽所、石油化学、製
鉄、合成樹脂、ゴム、廃棄物処理業の火災事
故を分析（機械器具製造業、金属製品製造業
は、工程、設備別で別途分析）

!分析結果と対策例を機関誌、各種講習会等で
紹介

! (財)全国危険物安全協会と協力して 、事故分
析から業種共通の危険性評価（安全管理シス
テム）チェックリスト及び業態別危険性評価チェッ
クリストを作成し、講習会、研修会を開催 一般取扱所における危険物取扱形態（工程）別火災件数の推移

工程（設備）別の事故分析

!小規模事業所や非危険物施設でも活用でき
るように、消費（ボイラー）、塗装、熱処理、油
圧工程の火災事故を分析

!分析結果と対策例を機関誌、各種講習会等
で紹介

!事故分析から危険性評価のチェックリストを
作成（全国危険物安全協会）し研修会を開催

給油取扱所施設数の推移
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フルとセルフの火災危険性の比較
（セルフの火災危険性はフルの５．６倍）

火災危険性：1万施設あたりの年間火災発生件数

施設区分 集計年 火災件数 施設数 火災危険性
火災危険性

（平成16～18年の平均）

H16 30 74,292 4.04

H17 22 71,937 3.06

H18 26 69,652 3.73

H16 7 3,409 20.53

H17 4 4,050 9.88

H18 14 4,910 28.51

ﾌﾙ給油所

ｾﾙﾌ給油所

3.61

20.21

セルフ給油所における火災発生場所、発生部位、原因行動（動作）別の火災件数（平成16～18年）

静電気に係る火災事例

01
点検のため、地下タンクのプロテクターを覗いた際、
衣服に帯電していた静電気により出火

10
荷卸時、残油をタンク注油口に入れる際に静電気に
より出火

10給油の際、こぼしたガソリン蒸気が静電気により出
火

10
手袋をしたまま静電気除去シートに触れたため、給
油中に出火

20
給油中に一旦中断し、再開時に出火（再開時、静電
気除去シートに未接触）

20
静電気除去シートに触れずに給油口キャップを開け
た時に出火

23金属缶へガソリンを小分け中に出火（アース未接続）

02給油中に給油口より出火（固定給油設備の導通不良）

34給油中に給油口より出火（人体に帯電した静電気）

ｾﾙﾌ給油所ﾌﾙ給油所

火災件数
内　　容

主な危険物施設の漏えい事故件数の推移
（漏えいは、ほとんどの施設で増加）
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屋外タンク貯蔵所の漏えい

• 平成19年は、前年の52件から99件へと、約90％
増加

• 平成元年～14年の平均31.5件／年の3.1倍に
増加

• 某事業所の漏えいと地震被害の計28件を特異
事項として除外しても、その増加傾向は、他の
危険物施設に比べて顕著(平成元年～14年の
平均の2.2倍に増加)

• 増加の主要因は、配管の腐食劣化による漏え
い（漏えいの約７０％が配管部、内７０％が腐食）

屋外タンク貯蔵所の主原因別漏えい事故件数
（件／年）

注） 平成19年（C)は、某製油所、地震被害、硫黄漏えいを除く事故

主原因 平成1～14年（A) 平成19年（C) C/A
腐食疲労等劣化 13.4 42 3.1
管理不十分 3.1 2 0.6
破損 3.8 5 1.3
確認不十分 2.2 8 3.6
施工不良 0.4 1 2.5
設計不良 0.1 1 10.0
監視不十分 1.1 1 0.9
不作為 2.2 2 0.9
誤操作 0.1 5 50.0
故障 1.2 2 1.7
悪戯 0.3 0 0.0
その他 3.7 1 0.3

計 31.6 70 2.2

タンク容量別漏えい事故件数（件／年）

タンク容量 平成1～14年（A) 平成19年（C) C/A
特定（1,000kl以上） 6.1 22 3.6
準特定(500kl以上） 2.4 7 2.9
小型(500kl未満） 23.1 41 1.8
不明 0.1 0 0.0

計 31.7 70 2.2

部位別漏えい事故件数（件／年）

部位 平成1～14年（A) 平成19年（C) C/A
本体（底板、ｱﾆｭﾗ板） 1.6 1 0.6
本体（側板） 1.9 4 2.1
本体（屋根） 1.9 3 1.6
本体（通気管） 1.6 4 2.5
本体（ドレン） 1.2 3 2.5
本体（ﾋｰﾀ、元弁、液面計等） 1.9 2 1.1
配管（埋設） 8.1 11 1.4
配管（地上） 10.3 36 3.5
その他（ﾎﾟﾝﾌ、等付属機器等） 3.4 6 1.8

計 31.9 70 2.2

選択情報提供例

!火災、漏えい事故による損害額

!移送取扱所に係る火災、漏えい事故事例

!給油取扱所のタンク設置方法別タンク基数

!地下貯蔵タンクと地下埋設配管の漏えい事
故（経年、事故要因、損害額等の分析）

!自動車製造業及び関連業種の火災事例

!漏えい事故の油種、漏えい量調査

!油圧装置の火災事例
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事故分析の公表例

・製造所の火災事故： S&T No.92(2003.11)

・製油所脱硫装置の火災事故：S&T No.89(2003.5)

・屋外タンク貯蔵所の漏えい事故：S&T No.97(2004.9)

・屋外タンク貯蔵所の火災事故：S&T No.98(2004.11)

・給油取扱所の火災事故： S&T No.92(2003.11)

・給油取扱所の漏えい事故： S&T No.94(2004.3)

・給油取扱所（セルフスタンド）の火災・漏えい事故： S&T No.99(20

05.1)

・移送取扱所の漏えい事故： S&T No.95(2004.5)

・一般取扱所の火災事故：S&T No.87(2003.1)

吹付塗装、焼入れ作業、消費（ボイラ等）、油圧装置、化学

工場

・地下に埋設される危険物施設の漏えい事故： S&T No.91(2003.9)

・鉄鋼業における危険物施設の火災事故： S&T No.100(2005.3)

・移動タンク貯蔵所におけるケアレスミスによる漏えい事故： S&T

No.101(2005.5)

・発泡樹脂の火災事例と火災危険性：S&T No.102(2005.7)

・危険物施設等における固定消火設備等の不奏功事例：S&T No.1

04(2005.11)

・塗料・印刷インキ製造業における火災の状況：S&T No.105(2006.

1)

・医薬品製造業における火災の状況：S&T No.106(2006.3)

・熱処理工程における火災事故：S&T No.114(2007.7)

・塗装工程における火災の状況：S&T No.115(2007.9)

・油圧装置に係る火災事故：S&T No.116(2007.11)

・一般取扱所のボイラーにおける火災の状況：S&T No.117(2008.1)

・給油取扱所における火災事例の分析：S&T No.121(2008.9)

S&T：Safety and Tomorrow（危険物保安技術協会機関誌）

その他事故情報の提供

• 内外の最新の事故事例、原因、対策、類似事故事
例等をホームページ上に「最近の事故事例に学ぶ」
としてシリーズ的に紹介(無料）している。
http://www.khk-syoubou.or.jp/accident_case/

• 現在24件を掲載し、一部は、海外情報として機関誌
で紹介している。

• 毎年、危険物安全対策教育用ビデオを作成、配布
している。

事故情報データベースの課題

!事故原因調査報告書等の詳細情報公開が不足
!背後要因（特にヒューマンファクター）にまで踏み込ん
だ原因調査が不足

!損害の実態が非公開
　　　再建費、機会損失、環境対策費、訴訟・賠償費
　　　顧客損失、顧客の損害等
!情報管理の厳格化への対応
　　　守秘義務、個人情報、技術情報、著作権等
!独自事業では費用負担
　　　情報収集、ＤＢ化、分析、ハードの保守・更新
!受託事業では継続性の確保



名称類・品名

相対湿度
気温

●発生日時等

●事故の内容

名称

名称

名称

概要

発生時の温度 発生時の圧力

機器等

消防機関が覚知した方法
日時

天気
気象状況

風速
風向

経過
(月数/日数 時間：分)

状態
分類

温度圧力

発生から発見まで

概要

●事業所の概要
業態等

●事故発生施設等

発生時の状況 運転状況 作業状況

規模

施設に係る規制法令

施設の完成検査日

施設区分等

指定数量の合計倍数 発生場所の区分

施設・装置
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事故によって受けた直接的な損害額
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